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平成２３年度  中標津町人事行政の運営等の状況について 

 

中標津町では、地方公務員法 （昭和 25年法律第 261号 ）第 58条の２及び中標津町人事

行政の運営等の状況の公表に関する条例 （平成 18年 ３月中標津町条例第 18号 ）第 ６条 の

規定に基づき、人事行政の運営等の状況について公表しています。  

これは、人事行政の運営等の状況を皆さまにお知らせすることによって、町政の公平性 と

透明性を高めることを目的 としています。公表する内容は以下の８項目になります。  

 

１ 職員の任免及び職員数の状況  

２ 職員の給与の状況  

３ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況  

４ 職員の分限及び懲戒処分の状況  

５ 職員の服務の状況  

６ 職員の研修及び勤務成績の評定の状況  

７ 職員の福祉及び利益の保護の状況  

８ その他町長が必要と認める事項  

 

１  職員の任免及び職員数の状況  

①職員の採用及び退職者の状況  （平成 23 年度 ） 

退    職    者  
区    分  採用  

定年  勧奨  普通  死亡  計  

一般行政部門  8 人  11 人  1 人  2 人  2 人  16 人  

特別行政部門  4 人  0 人  0 人  3 人  0 人  3 人  

公営企業等部門  13 人  4 人  0 人  12 人  0 人  16 人  

計  25 人  15 人  1 人  17 人  2 人  35 人  

  （注 ）特 別 行政部門は、教 育部門 、公 営企業等部門は、水 道 ・病 院 ・国 保事業他部門  

 



 2 

 ②部門別職員の状況 （平成 23 年 4 月 1 日現在 ）              （単 位  人 ） 

職 員数  
区分  

平成 22 年 度  平成 23 年度  増  減  
 

一 般行政部門  159 160  1   

議 会  3 3    

総 務  44 44    

税 務  15 14  ▲1  

民 生  40 40    

衛 生  18 19  1   

労 働  1 1    

農 林水産  16 15  ▲1  

商 工  3 4  1   

 

土 木  19 20  1   

特 別行政部門  71 71    

公 営企業等部門  221 214  ▲7  

 病 院事業  188 182  ▲6  

 水 道事業  9 9    

 下 水道事業  5 4  ▲1  

 国 民健康保険事業  7 7    

 介 護保険事業  10 10    

 後 期高齢者医療  2 2    

計  451 445  ▲6  

  （注 ）町職員の定数は、条例で上限が 540 人 と決められております。 

 

③年齢別職員構成の状況 （23 年 4 月 1 日現在 ）  

区  分  
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歳
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以

上  

計  

職 員 数  

（人 ）  
4  1 7  3 7  3 8  6 7  6 7  4 5  4 3  4 9  3 7  3 9  1  4 4 4  

構 成 比  

（％）  
0 . 9  3 . 8  8 . 3  8 . 6  1 5 . 1  1 5 . 1  1 0 . 1  9 . 7  1 1 . 1  8 . 3  8 . 8  0 . 2  1 0 0  

  ※教育長除 く 
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④定員適正化計画  

   町 では、行 財政改革の推進が喫緊の課題 となっている今日 、次 世 代を担 う人材の育

成を目指 しながら定員管理の適正化に向けた取 り組みを一層推進することから、平成 ２３

年 ９月に第四次定員適性化計画をを策定し、適正な職員配置による効果的な行政運営

意に努めております。 

平成 24年度から５年間を計画期間とし、 最終的には平成 27年度までの５

年間で、企業会計職員を除く一般職員数が人口千人あたり 10人となるように

する。  

定 員適正化計画 （企業会計職員を除 く）                       （単 位  人 ） 

   （注 ）各年度 とも 4 月 1 日  

   (注 )職員数には教育長を含んでいません。 

２  職員の給与の状況 （普通会計決算 ） 

（１）総  括  

①人件費の状況  

年度  人口  歳出総額  Ａ 人件費  Ｂ 人 件費率 B/A 

22 年度  24 ,130 人  12 ,693 ,351 千円  2 ,002 ,023 千円  15 .8% 

23 年度  24 ,191 人  12 ,962 ,984 千円  2 ,062 ,180 千円  15 .9% 

 (注 )  1  人 件費には、特別職に支給される給料 ・報酬などを含みます。 

    ２  「普 通会計 」とは、一般会計 と牧場会計を合わせたものです。 

 

②職員給与費の状況 （普通会計決算 ） 

給    与    費  
年度  

職員数  

A 給料  諸手当  計   B 

1 人 当たり給

与費 B/A 

23 年度  230 人  867, 723 千 円  455, 487 千 円  1, 323, 2 10 千 円  5, 753 千円  

 (注 )  諸 手当には退職手当を含みません。 

 

  ③ラスパイレス指数の状況  

年  中標津町  北海道  全国町村平均  

平成 ２３年  ９６．１ ９２．５ ９５．３ 

  (注 )ラスパイレス指数 とは、国 家公務員の給与水準 を１００とした場合の地方公務員の給与

水準を示す指数である。 

年   度  平 成 2 3 年 度  平 成 2 4 年 度  平 成 2 5 年 度  平 成 2 6 年 度  平 成 2 7 年 度  平 成 2 8 年 度  

目 標 の職 員 数  ２５５ ２４９ ２４９ ２４９ ２４７ ２４７ 

人      口  24,146 24,200 24,300 24,400 24,600 24,700 

目 標 との対 比  10.56 10.29 10.24 10.20 10.04 10.00 

実 績 の職 員 数  ２５５ ２４９     
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（２）  職員の平均給料月額と初任給の状況  

  ①初任給 と平均給料月額 （平成 23 年 4 月 1 日現在 ）             （単 位  円 ） 

経 験年数区分別平均給料月額  

区   分  初任給  10 年 以 上  

1 5 年 未 満  

1 5 年 以 上  

2 0 年 未 満  

2 0 年 以 上  

2 5 年 未 満  

平 均  

年齢  

平均給

料月額  

大卒  172, 200  258 , 200  310 , 800  362 , 300  

短 卒  149, 800  244 , 700  291 , 500  350 , 100  
一 般職  

（行 政 職 ）  

高 卒  140, 100  230 , 600  279 , 000  311 , 500  

42 . 3 歳  321, 200  

(注 )  「一 般職 （行政職 ）」とは、保健師 、医療技術職 、教育職などの特殊な職種を除いた 

一般職や一般技術職をいいます。 

（３）  諸手当  

①職員手当の状況 （平成 ２３年 4 月 1 日 ） 

 

手 当の名称  支   給   金   額   等  

支給月  期末手当  勤勉手当  計  

6 月期  1. 25 月 分  0. 70 月 分  1. 95 月 分  

12 月期  1. 35 月 分  0. 65 月 分  2. 00 月 分  

計  2. 60 月 分  1. 35 月 分  3. 95 月 分  
期末 ・勤勉手当  

 ＊ 職 務 上の段階 、職 務の級等により加 算措置がありますが 

平 成 16 月 12 月 から加 算額を 20％削 減 しております。 

寒冷地手当  

世帯主で扶養親族のある職員   2 6 , 38 0 円  

その他の世帯主である職員      1 4 , 5 8 0 円  

その他の職員              1 0 , 34 0 円  

 ＊ 1 1 月 から３月 までの各月に世帯等の区分に応 じ支給  

 ＊ 激 減 緩和経過措置期間 （平 成 17 年 度から平 成 20 年 度 ） 

扶 養手当  
・配偶者    1 3 , 000 円  

・扶養親族 （配偶者を除 く）  6 , 500 円  

住居手当  
・借家 、間借の場合  家賃の額に応じて 27 ,000 円 を限度に支給  

・持家の場合    10 ,0 00 円  

通勤手当  

・自動車等使用者～通勤距離に応じて 2,000 円から 24 ,500 円 の範囲

内で支給 (通勤距離が 2 ㎞に以上の者 ) 

・交 通 機 関利 用者～支 給単 位期 間の月数で除 して得 た運 賃 額 を支

給 （但し、55, 000 円 ） 

管 理職手当  
管理または監督の地位等の職にある者に定額支給  

・部長職～47, 000 円  ・次長職～37, 000 円  ・課長職～35 ,000 円  

その他  
時 間 外勤務手当 、特殊勤務手当 、管理職員 特別勤務手当 などがあ

ります。 
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（４） 特別職の給料 ・報酬  

  特別職 （町長 、副町長 ）と教育長 、町議会議員の報酬は次のとおりです。 

区分  給料 ・報酬月額  期末手当  

給   料  

町   長  

副町長  

教育長  

762, 300 円 (847, 000 円 )  

611, 100 円 (679, 000 円 )  

580, 450 円 (611, 000 円 )  

 6 月   1 . 9 25 月 分  

12 月   1 .9 75 月 分  

 計    3 . 90  月 分  

*加算措置割合  15% 

報   酬  

議  長  

副議長  

委員長  

議  員  

306, 000 円  

245, 000 円  

222, 500 円  

200, 000 円  

6 月   1 . 925 月 分  

12 月  1. 975 月 分  

計    3 .9 0  月 分  

*加算措置割合  15% 

 （注 １）  特 別 職 （町 長 ・副 町長 ）及び教育長の給料月額については、町の財政状況を鑑み、

歳出削減措置 として平成 ２３年 度においても特別職及び教育長の給料月額を 10%・5%減

額しております。（カッコ内は規定の額 ） 

 （注 2）  特 別職及び教育長の期末手当については、町の財政状況を鑑み人件費縮減措置 と

して平成 16 年 12 月期末手当から役職加算額の 20%削減 を実施しております。 

 （注 3）  議 会議員の期末手当支給時の加算措置割合を平成 16 年 12 月期末手当から 20%

の縮減を実施しております。 

 

３  職員の勤務時間その他の勤務条件の状況  

 (1 )  勤務時間の状況  

１週間の 

勤務時間  
始業時間  終業時間  休憩時間  閉庁日  

38 時間 45 分  8 時 ３０分  17 時 15 分  

12 時 ００分  

～  

13 時 ００分  

土 曜 日 ・日 曜 日  

国 民 の 祝 日 に関 す る 法 律 に

規 定 する休 日  

1 2 月 31 日 から翌 年 1 月 5

日 まで 

  (注 )  保 育 所 などの一部勤務場所では、異なる労 働形態があります。 

 

（2）  休暇種類  

年次休暇  暦年  20 日 （残日数 20 日 を限度 として繰越 ） 

病気休暇  年間 90 日間  

特別休暇  
親族の死亡 （配偶者 10 日 、父母 7 日 、子 5 日他 ） 

結婚休暇 5 日以内 、配偶者の出産休暇 、子の看護休暇 5 日以内  他  

介護休暇  父母 、子などが負傷、疾病又は老齢の介護を行 うため６カ月以内  

組合休暇  
職 員が任命権者の許可を得て登録 された職員団体の業務又は活動に

従事する期間  
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（3）  休暇等の取得状況 （平 成 ２３年 1 月 1 日 から平 成 ２３年 12 月 31 日 ）   

総 付与日数  

（Ａ） 

総 取得日数  

（Ｂ） 

対 象職員数  

（Ｃ） 

平 均取得日数  

（Ｂ／Ｃ） 

消 化率  

（Ｂ/Ａ） 

7 , 533 日  1, 549 日  207 人  7. 5 日  20 .6％ 

 

（４）育児休業の取得状況  

区分  取得者数  

新たに育児休業を取得したもの ６人  育児休業  

前年度から引き続いているもの ４人  

部分休業したもの ０人  

 

４  職員の分限及び懲戒処分の状況  

（１）  分限処分の状況  

処分の種類  

処分事由  
降任  免職  休職  降給  

勤務実績が良 くない 0 件  0 件  0 件  0 件  

心身の故障の場合  0 件  0 件  ４件  0 件  

職に必要な適格性を欠 く場合  0 件  0 件  0 件  0 件  

職 制 、定数の改廃 、予算の減少によ

り廃職 、過員を生じた場合  
0 件  0 件  0 件  0 件  

刑事事件に関し起訴された場合   0 件  0 件  0 件  0 件  

※分限処分 とは、公 務能力の維持を目的に職員に対してされる処 分  

（２）  懲戒処分等の状況  

処分の種類  

処分事由  
戒告  減給  停職  免職  訓告等  

法令に違反した場合  0 件  0 件  0 件  0 件  0 件  

職務上の義務に違反した場合  0 件  0 件  0 件  0 件  0 件  

全体の奉仕者たるにふさわしくない非

行のあった場合  
0 件  0 件  0 件  0 件  0 件  

※懲 戒処分 とは、職 員 の義務違反に対して責任を問 い秩序の維持を図るための制裁的 な処分  

 

５  職員の服務の状況  

   平成 18 年 10 月 16 日に中標津町職員倫理規程及び中標津町職員の懲戒処分等

に関する要 綱を制 定 し、町 民全体の奉仕者 であることを自覚 し、常に公 正な職務の遂

行に当たるよう職員に周知徹底を図っております。 
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６  職員の研修及び勤務成績の評定の状況  

（１）職員の研修  

実施機関  研修区分  受講者数  

自治政策課題研修  ６人  市町村職員中央研修所  

専門実務研修  ３人  

一般研修  ６人  

政策研修  ３人  

専門研修  ２人  

北海道市町村職員研修 ｾﾝﾀｰ 

能力開発研修  ４人  

道内研修  ０人  

道外研修  ０人  

海外研修  １人  

北海道市町村振興協会  

政策研究会  ２人  

北海道町村会  講師養成研修  ２人  

新規採用職員研修  ８人  根室支庁管内町村会  

初級職員研修  １０人  

中標津町  新規採用職員研修  ８人  

 ラベルワーク・ファシリテ

ーションの基礎  

９人  

合   計  ６４人  

 

（２）勤務成績の評定  

実施状況  評価方法  評価結果の活用  対象者  

定期的に評定  
能 力 評 価 、業 務 評 価 以

外の手法による評価  

昇 給 及 び勤 勉 手 当 の

支給率に反映  
全職員  

 

 

７  職員の福祉及び利益の保護の状況  

  （1） 職員の福利厚生の実施状況  

健康診断の種類  対象者数  受診者数  

定期健診  ８０人  ８０人  

総合健診  ２８０人  ２４６人  

特殊健診 （腰痛健診 ） ２８人  ２７人  
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（2）  公務災害等の状況  

区    分  申請件数  認定件数  

公務災害  ５件  ５件  

通勤災害  １件  １件  

  

 

（３）公平委員会に係る業務の状況  

  平 成 ２３年度 、勤務条件に関する措置条件 、不利益処分に関する不服申し立てについ

ては、該当ありません。 


